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平成３０年度答申第１７号 
平成３０年６月１５日 

 
諮問番号 平成２９年度諮問第６１号（平成３０年３月３０日諮問） 
審 査 庁 特許庁長官 
事 件 名 特許協力条約に基づく規則８２の３．１による請求書に係る手続却下

処分に関する件 
 

答  申  書 
 
審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 
 

結     論 
 

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は妥当である。 
 

理     由 
 
第１ 事案の概要 
 １ 事案の経緯 
 （１）審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）は、平成２２年８月２７日

を出願日とするＡ国における特許出願（以下「本件基礎出願」という。）

を基礎として優先権を主張し、平成２３年８月２５日、Ａ国特許庁に対し、

１９７０年６月１９日にワシントンで作成された特許協力条約（以下「特

許協力条約」という。）の規定に基づき、国際出願（以下「本件国際出願」

という。）をした。 
 （２）審査請求人は、平成２３年９月２９日、Ａ国特許庁に対し、特許協力条約

に基づく規則（以下「ＰＣＴ規則」という。）４．１８及び２０．６（ａ）

に基づき、本件国際出願において欠落していた明細書の一部（以下「欠落

明細書部分」という。）について、引用による補充を求める書面を提出し

た。Ａ国特許庁は、同年１１月２日、審査請求人に対し、欠落明細書部分

が本件基礎出願に含まれているため、引用による補充を認める通知をした。 
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（３）審査請求人は、平成２５年２月２７日、本件国際出願が、特許法（昭和

３４年法律第１２１号）１８４条の３第１項の規定により、国際出願日に

された我が国の特許出願（以下「本件国際特許出願」という。）とみなさ

れていることを前提として、特許庁長官（以下「処分庁」又は「審査庁」

という。）に対し、特許法１８４条の５第１項に規定する書面を提出し、

これにより同法１８４条の４第１項ただし書に規定する翻訳文提出特例期

間が適用された。そして審査請求人は、同年４月３０日、同項本文に規定

する明細書、請求の範囲、図面及び要約の翻訳文を提出した。 
（４）処分庁は、平成２５年９月１７日付けで、審査請求人に対し、平成１９

年経済産業省令第２６号による改正前の特許法施行規則（昭和３５年通商

産業省令第１０号。以下「改正前施行規則」という。）３８条の２の２第

１項に基づく通知を行った（以下、同通知に係る書面を「本件通知書」と

いう。）。本件通知書には、①本件国際特許出願の国際出願日を引用によ

る補充がされた平成２３年９月２９日と認定すること、②国際出願日が繰

り下がったことにより、優先日から１２月を経過するため、本件国際出願

時に主張している優先権の主張が失効すること、③意見がある場合には、

本件通知書の発送日（平成２５年９月２４日）から３０日以内（以下「本

件指定期間」という。）に意見書を提出すること、④本件国際特許出願に

ついて引用による補充がなかったとする場合には、本件指定期間内に、

「特許協力条約に基づく規則８２の３．１による請求書」に所定の事項を

記載して提出するとともに、引用による補充がされる前の明細書の全文を

手続補正書により提出すること、⑤当該請求書を提出した場合には、本件

国際特許出願の国際出願日を当初の平成２３年８月２５日と認定すること、

が記載されていた。 
（５）審査請求人は、本件指定期間内に、本件通知書に記載されていた手続を

何ら行わなかった。 
（６）審査請求人は、平成２６年８月２５日、処分庁に対し、特許法４８条の

３第１項に規定する出願審査の請求をした。 
（７）特許庁審査官は、平成２７年６月２６日付けで、審査請求人に対し、本

件国際特許出願は特許を受けることができないとして拒絶理由を通知した。

当該拒絶理由通知書には、拒絶理由の説明、意見がある場合には当該拒絶

理由通知書の発送日（同年７月７日）から３月以内（以下「本件意見書提

出期間」という。）に意見書を提出すべきことのほか、本件指定期間内に
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審査請求人から応答がなかったことにより、本件国際特許出願の国際出願

日は引用による補充がされた平成２３年９月２９日と認定されていること

が記載されていた。 
（８）審査請求人は、平成２７年１０月６日、処分庁に対し、本件意見書提出

期間を合計３月延長することを求める期間延長請求書を提出した上で、平

成２８年１月７日、改正前施行規則３８条の２の２第４項に基づく請求書

（上記（４）の「特許協力条約に基づく規則８２の３．１による請求書」

と同じ様式によるもの。以下「本件請求書」という。）、本件指定期間の

延長を求める上申書及び手続補正書を提出し、あわせて、同日、特許庁審

査官に対し、上記（７）の拒絶理由通知書において提出すべきものとされ

ていた意見書を提出した。 
（９）処分庁は、平成２８年２月８日付けで、審査請求人に対し、本件請求書

が本件指定期間の経過後に提出されたものであることを理由として、平成

２７年法律第５５号による改正前の特許法１８条の２第１項に基づき、本

件請求書に係る手続を却下する旨を通知するとともに、弁明の機会を付与

した。 
（１０）審査請求人は、平成２８年３月１６日付けで、処分庁に対し、弁明書

を提出した。 
（１１）処分庁は、平成２８年３月２８日付けで、審査請求人に対し、本件請

求書に係る手続について、特許法１８条の２第１項本文に基づき、却下理

由通知書に記載した理由により却下処分（以下「本件却下処分」という。）

をした。 
（１２）審査請求人は、平成２８年６月２１日付けで、審査庁に対し、本件却

下処分の取消しを求めて、本件審査請求をした。 
（１３）審査庁は、平成３０年３月３０日、当審査会に対し、本件審査請求は

棄却すべきであるとして諮問をした。 
以上の事案の経緯は、諮問書、審査請求書、弁明書（処分庁作成）、本件

通知書、拒絶理由通知書、本件請求書、却下理由通知書、弁明書（審査請求

人作成）及び手続却下の処分から認められる。 
２ 関係する法令等の定め 
（１）国際出願による特許出願 

特許協力条約の規定に基づく国際出願日が認められた国際出願であって、

指定国に日本国を含むものは、その国際出願日にされた特許出願とみなす
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（特許法１８４条の３第１項）。 
（２）明細書の欠落した部分の引用による補充 

国際出願が優先権の主張を伴う場合において、国際出願の明細書の部分

が欠落しているが、当該欠落部分が優先権の基礎となる出願（以下「先の

出願」という。）に完全に記載されている場合、出願人は、ＰＣＴ規則２

０．７に規定する期間（本件国際出願においては国際出願を提出した日か

ら２月）内に、先の出願を引用して、当該国際出願に当該欠落部分を含め

ることを、国際出願がされた特許庁（以下「受理官庁」という。）に確認

することができる（ＰＣＴ規則４．１８及び２０．６（ａ））。 
受理官庁が、明細書の欠落部分が先の出願に完全に記載されていること

を認めた場合には、当該欠落部分は、明細書が最初に受理された日に国際

出願に記載されていたものとみなされる（ＰＣＴ規則２０．６（ｂ））。 
（３）受理官庁が引用による補充を認めた国際出願について、引用による補充

に関する規定が適用されない場合 
引用による補充に関する規定（上記（２）において摘示したものを含

む。）が、平成１７年１０月５日において指定官庁によって適用される国

内法令に適合しない場合には、当該指定官庁が、平成１８年４月５日まで

に、世界知的所有権機関の国際事務局（以下「国際事務局」という。）に

その旨を通報することを条件として、当該引用による補充に関する規定は、

その国内法令に適合しない間、当該指定官庁に国内移行された国際出願に

関して適用されない（ＰＣＴ規則２０．８（ｂ））。 
受理官庁が引用による補充を認めた国際出願が、引用による補充の規定

が適用されない指定官庁に国内移行された場合、当該指定官庁は、引用に

よる補充の確認がされた日に欠落部分が受理されたとして、国際出願日を

同日に訂正したものとして取り扱うことができる（ＰＣＴ規則２０．８

（ｃ））。この場合、①当該指定官庁は、国際出願日を訂正した旨を出願

人に通知し、相当の期間を指定して意見を述べる機会を与える、②出願人

は、上記の通知により指定された期間内に、当該指定官庁に、引用による

補充をした部分を無視するよう請求することができる、③かかる請求があ

ったときには、当該指定官庁は、当該部分は提出されなかったものとし、

国際出願日が訂正されたものとして取り扱ってはならないものとされてい

る（以上①から③までにつき、ＰＣＴ規則２０．８（ｃ）ただし書（ＰＣ

Ｔ規則８２の３．１（ｃ）及び（ｄ）の準用））。 
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（４）平成２４年１０月１日よりも前にされた国際出願に係る日本国指定官庁

（特許庁長官）における引用による補充の取扱い 
特許庁長官は、国際事務局に対し、ＰＣＴ規則２０．８（ｂ）に基づい

て、上記（３）の国内法令との不適合を理由とする通報を行った。そして、

特許庁長官は、ＰＣＴ規則２０．８（ｃ）に規定する上記（３）の処理を

実施するため、改正前施行規則３８条の２の２を新設し、これが平成１９

年４月１日から施行された。 
改正前施行規則３８条の２の２では、ＰＣＴ規則２０．８（ｃ）に規定

する手続と同様に以下の手続を規定する。すなわち、①特許庁長官は、引

用による補充に関する規定（上記（２））が適用された国際特許出願につ

いて、その国際特許出願の出願人に対し、その国際特許出願の国際出願日

を、引用による補充が確認された日（ＰＣＴ規則２０．８（ｃ）により欠

落部分を受理した日と取り扱われる日）とする旨の通知をする（同条１

項）。②出願人は、当該通知に際して指定する期間内に限り、意見書を提

出することができる（同条２項）。③出願人は、同指定期間内に限り、そ

の国際特許出願に含まれることとなった明細書、請求の範囲又は図面に係

る欠落部分は当該国際特許出願に含まれないものとする旨の請求をするこ

とができる（同条４項）。④特許庁長官は、同条４項の請求があったとき

は、当該請求に係る明細書、請求の範囲又は図面は、国際特許出願に含ま

れないものとみなし、同条１項の規定による通知にかかわらず、その国際

特許出願の国際出願日をＰＣＴ規則２０．５（ｃ）等の欠落補充に係る規

定により認定された国際出願日としなければならない（同条６項）。 
（５）指定期間の延長 

    特許庁長官、審判長又は審査官は、この法律の規定により手続をすべき期

間を指定したときは、請求により又は職権で、その期間を延長することが

できる（特許法５条１項）。 
（６）不適法な手続の却下 

特許庁長官は、不適法な手続であって、その補正をすることができない

ものについては、その手続を却下するものとする（特許法１８条の２第１

項本文）。同項の規定により却下しようとするときは、手続をした者に対

し、その理由を通知し、相当の期間を指定して、弁明を記載した書面を提

出する機会を与えなければならない（同条２項）。 
 ３ 審査請求人の主張の要旨 
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 （１）本件国際特許出願の翻訳文には欠落明細書部分を含めておらず、特許法１

８４条の６第２項の規定により翻訳文が明細書とみなされるのだから、本

件国際特許出願の明細書には欠落明細書部分は含まれず、引用による補充

はされなかった状態となっている。よって、補充部分の内容は無視して出

願日を繰り下げないようにする意思は明らかで、重ねて引用による補充を

なかったことにする必要はなく、また手続補正書を提出する必要もない。

それにもかかわらず、引用による補充をなかったことにする場合の意思の

確認や手続補正書の提出を求める本件通知書にはその内容に重大かつ明白

な瑕疵があり、このような瑕疵がある本件通知書に応答する必要はない。 
 （２）改正前施行規則３８条の２の２第２項で特許庁長官が定める指定期間には

何ら制約がなく、かつ、本件通知書には上記のごとく重大かつ明白な瑕疵

があるという特殊な事情があるので、本件通知書の応答期間を平成２８年

１月７日まで延長しても裁量権の逸脱濫用にはならず、応答期間の延長を

認めるべきである。 
 （３）処分庁は、ＰＣＴ規則２０．８の留保を平成２４年１０月１日以降におい

て撤回し、現在は引用による補充を認めているのだから、本件通知書の応

答期間を平成２８年１月７日まで延長しても現在の実務での取扱いを採用

することになるので問題ない。また、今後類似の事例が発生することはな

いので、本件通知書の応答期間を平成２８年１月７日まで延長しても平等

原則には反しない。 
 （４）特許情報プラットフォーム（以下「Ｊ－ＰｌａｔＰａｔ」という。）は、

特許公報と同等の情報が公報発行日に即日閲覧に供され、事実上ないし実

質的に一般公衆の信頼の対象となるものであるところ、Ｊ－ＰｌａｔＰａ

ｔには、本件通知書に関して「通知書（その他の通知）（期間無）」との

表示がされ、本件指定期間が存在しないとの信頼を抱かせるものであるか

ら、本件指定期間の指定には瑕疵があり、本件却下処分を取り消すべきで

ある。 
第２ 諮問に係る審査庁の判断 

審査庁の諮問に係る判断は審理員の意見と同旨であるところ、審理員の意見

の概要は以下のとおりである。 
１ 改正前施行規則３８条の２の２の趣旨は、国際特許出願の出願人に対して、

引用による補充に係る内容と引用による補充をなかったものとして出願日を

優先させる利益とを選択する権利を付与することによって、当該出願人の利
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益を図るとともに、特許庁長官に対して、上記選択に係る期間の指定権限を

付与することによって、出願に関する手続一般の画一的かつ円滑な進行を図

ることにあると解するのが相当である。 
そして、上記指定期間について、特許法５条１項は、特許庁長官等に対し、

指定期間の延長について広範な裁量権を付与しているところ、特許庁長官に

期間の指定権限が付与された趣旨、すなわち、画一的かつ円滑な手続の進行

を図るという趣旨に鑑みれば、特許庁長官が指定期間を延長すべき場合とは、

手続をする者の責めに帰することができない理由によって、指定期間内に手

続をすることができないと認められるなどの事情が存する場合であると解す

るのが相当である（審査請求人が提起した本件却下処分の取消訴訟にかかる

Ｂ地裁平成２９年ａ月ｂ日判決（請求棄却）、その控訴審判決である知財高

裁平成２９年ｃ月ｄ日判決（控訴棄却）でも同様に解されている。）。 
２ これを本件についてみると、本件指定期間は平成２５年９月２４日から３

０日以内とされたが、審査請求人は、本件指定期間の満了日から２年以上も

経過した平成２８年１月７日になってようやく、本件通知書に対応する本件

請求書及び本件指定期間の延長を求める上申書を提出しているところ、改正

前施行規則３８条の２の２の趣旨及び本件の経緯に照らせば、審査請求人が

Ａ国所在であることを考慮しても、このような場合にまで処分庁が本件指定

期間を延長して本件請求書の提出を認めるべきであったとは到底いえず、そ

の他、審査請求人の責めに帰することができない理由によって、本件指定期

間内に条約規則に基づく請求書を提出することができなかったと認められる

などの事情は認められない。 
したがって、処分庁が本件指定期間を延長せずに本件却下処分をしたこと

について、裁量権の逸脱又は濫用があったということはできない。  
３ 特許法１８４条の６第２項の規定は、明細書等の翻訳文が特許法上の明細

書等とみなされることを規定したものにすぎず、同項により、外国語特許出

願の内容が翻訳文に記載された内容とみなされるわけではない。このことは、

同法１８４条の１８の規定により読み替えた同法４９条６号が、外国語特許

出願に対して拒絶査定をしなければならないときとして、当該外国語特許出

願の明細書等に記載した事項が国際出願日における国際出願の明細書等に記

載した事項の範囲内にないときを掲げ、同法１８４条の６第２項の規定によ

りみなされた翻訳文による明細書等と、国際出願日における明細書等とを同

一視していないことからも明らかである。 
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そして、本件において、改正前施行規則３８条の２の２所定の手続が必要

であることは明らかであり、審査請求人の主張は前提において誤りがあり、

採用することができない。 
４ Ｊ－ＰｌａｔＰａｔは、インターネットを通じて利用者に特許情報を迅速

に提供するシステムであるところ（知的財産基本法２０条）、Ｊ－Ｐｌａｔ

Ｐａｔにおける「通知書（その他の通知）（期間無）」との表示をもって、

審査請求人が主張する信頼が生じたと直ちに解することはできない。かえっ

て、審査請求人は、本件通知書を受領しているのであるから、これによって

本件指定期間が存在することを当然認識しているのであって、上記信頼が生

じ得る前提を欠くというべきであり、審査請求人の主張は採用することがで

きない。 
第３ 調査審議の経緯及び審査関係人の補充主張 
 １ 調査審議の経緯 

当審査会は、平成３０年３月３０日に審査庁から諮問を受けた。その後、

当審査会は同年５月１８日、同年６月１日、同月７日及び同月１４日の計４ 

回の調査審議を行った。 
また、審査請求人から平成３０年４月２５日付け及び同年５月３０日付け

で、審査庁から同月１５日付けで、それぞれ主張書面又は資料の提出を受け

た。 
 ２ 審査請求人の補充主張 
   審理員意見書では、特許法１８４条の６第２項の規定は、明細書等の翻訳文

が特許法上の明細書等とみなされることを規定したものにすぎず、同項によ

り、外国語特許出願の内容が翻訳文に記載された内容とみなされるわけでは

ないとするが、同法１８４条の１２第２項による明細書の補正は、明細書の

翻訳文の範囲内でしなければならないのだから、同条による明細書の補正で

は欠落明細書部分の翻訳文を提出することはできない。これは、外国語特許

出願の内容は翻訳文に記載された内容になっていることを示している。 
また、審査庁は、誤訳訂正書の提出により欠落明細書部分の翻訳文を追加

して引用による補充がされた状態にすることは可能であると主張するが、誤

訳訂正の対象となる外国語書面は出願時において発明内容を開示するもので

あり、欠落明細書部分は出願後に提出されたものであるから、誤訳訂正では

欠落明細書部分の翻訳文を追加することはできない。仮にこれができるとし

ても、明細書には平成２３年８月２５日の時点で開示されていない発明内容
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を含むことにより、国際出願日は同年９月２９日となるが、国際出願日を同

年８月２５日に維持するためには、誤訳訂正書を提出して欠落明細書部分の

翻訳文を追加して引用による補充がされた状態にすることは選択できない。 
３ 審査庁の補充主張 

審査請求人は、本件通知書を発送する時点では既に、欠落明細書部分は本

件国際特許出願の明細書には含まれていない状態となっており、特許法１８

４条の１２第２項の規定による明細書の補正手続では、欠落明細書部分を追

加して引用による補充がされた状態にすることはできない旨主張するが、外

国語で作成された国際特許出願の内容が、提出された翻訳文に記載された内

容とみなされるわけではないし、また、その明細書についての補正が提出済

みの翻訳文の範囲内に必ずしも限られるものでもない。特許法１８４条の１

２第２項による読替え後の同法第１７条の２第３項に「誤訳訂正書を提出し

てする場合を除き、」とあることから、誤訳の訂正を目的とする場合は、提

出済みの翻訳文に記載された事項の範囲を超えて、国際出願日における国際

出願の明細書等（外国語の明細書等）に記載されている事項を補正により追

加することができるので、誤訳訂正書の提出により欠落明細書部分の翻訳文

を追加して引用による補充がされた状態にすることは可能である。 
第４ 当審査会の判断 
 １ 審理員の審理手続について 

  当審査会に提出された主張書面及び資料によれば、本件審査請求に関する

審理員の審理の経過は以下のとおりである。 

（１）審理員の指名 

ア 審査庁は、平成２８年９月６日付けで、本件審査請求の審理手続を担

当する審理員として、特許庁総務部総務課長であったＰを指名し、同日

付けで、その旨を審査請求人に通知した。 

イ 審査庁は、平成２９年７月２７日付けで、本件審査請求の審理員に指

名していたＰの指名を取り消し、新たに、特許庁総務部総務課長である

Ｑを審理員として指名し、同日付けで、その旨を審査請求人に通知した。 

ウ 審査庁は、平成３０年１月２５日付けで、本件審査請求の審理員に指

名していたＱの指名を取り消し、新たに、特許庁総務部総務課法務調整

官であるＲを審理員として指名し、同日付けで、その旨を審査請求人に

通知した。 

（２）審理手続 
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ア 審理員は、平成２８年９月６日付けで、処分庁に対し、同年１０月６

日までに弁明書を提出するよう求めた。 

イ 処分庁は、同月３日付けで、審理員に対し、弁明書を提出した。審理

員は、同月１１日付けで、審査請求人に対し、弁明書の副本を送付する

とともに、反論書を提出する場合には同年１１月１１日までに提出する

よう求めた。 

ウ 審査請求人は、同日付けで、審理員に対し、反論書を提出した。 

エ 審理員は、平成３０年３月２３日付けで、審査請求人に対し、審理を

終結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提出する予定時

期が同月２８日である旨を通知した。 

オ 審理員は、同日付けで、審査庁に対し、審理員意見書及び事件記録を

提出した。 

以上の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点は

うかがわれない。 

 ２ 本件却下処分の適法性及び妥当性について    

（１）裁量権の逸脱又は濫用の有無について 
審査請求人は、処分庁が、本件指定期間を延長することなく、本件却下

処分をしたことから、本件却下処分は違法又は不当である旨主張する。 
 そこで検討すると、改正前施行規則３８条の２の２は、上記第１の２

（４）のとおり、引用による補充が認められた国際特許出願について、特

許庁長官における国際出願日の認定手続を定めており、特許庁長官に対し、

同条１項の通知に対する応答期間を指定する権限を認めるとともに、出願

人に対し、①引用による補充をした内容を維持する利益と、②引用による

補充がなかったものとして出願日を優先させる利益とを選択する機会を付

与している。そうすると、同条の趣旨は、出願人に対しては上記の選択の

機会を付与して出願人の利益を図るとともに、特許庁長官に対しては上記

の選択に係る期間の指定権限を付与することによって、出願に関する手続

一般の画一的かつ円滑な進行を図ることにあると考えられる。 
 ところで、特許法５条１項は、「特許庁長官、審判長又は審査官は、こ

の法律の規定により手続をすべき期間を指定したときは、請求により又は

職権で、その期間を延長することができる。」と規定していることから、

特許庁長官は、指定期間の延長についても職権で決めることができる裁量

権を付与されているものと解されるところ、特許庁長官に期間の指定権限
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が付与された上記の趣旨（出願に関する手続一般の画一的かつ円滑な進行

を図ること）に照らせば、特許庁長官が、改正前施行規則３８条の２の２

第１項による通知において指定した期間を、特許法５条１項に基づき更に

延長しなければならない場合とは、指定期間を延長しないことが社会通念

上著しく妥当性を欠くような場合、例えば、手続をする者の責めに帰する

ことができない理由によって、指定期間内に手続をすることができないと

認められるなどの事情が存する場合に限られるものと解するのが相当であ

る。 
これを本件についてみると、処分庁は、平成２５年９月２４日、改正前

施行規則３８条の２の２第１項の規定により本件通知書を審査請求人に送

付して、①国際出願日が平成２３年９月２９日になり優先権主張が失効す

ることを通知し、②本件指定期間を指定し（平成２５年１０月２４日ま

で）、③必要に応じて意見書又は引用による補充をなかったとする旨の請

求書を本件指定期間内に提出するよう求め、④引用による補充をなかった

とする場合には国際出願日は当初の平成２３年８月２５日にすることを通

知している。これに対し審査請求人は、本件指定期間内に何ら手続をして

いない。そして、審査請求人は、平成２７年６月２６日付け拒絶理由通知

書を受領し、当該拒絶理由通知書において、国際出願日が平成２３年９月

２９日と認定されていることを通知されてから、当該拒絶理由通知書に対

する応答期間の延長を請求した上で、平成２８年１月７日に本件請求書、

上申書、意見書及び手続補正書を提出している。 
このように、審査請求人は、本件指定期間経過後２年以上経ってから本

件請求書を提出しているが、本件指定期間内に本件請求書を提出すること

ができなかった事情や、本件指定期間経過後の提出が審査請求人の責めに

帰することができない理由によるものであったことに関する主張や資料の

提出はなく、これらの事情や理由があったとは認められない。そうすると、

処分庁が、平成２８年１月７日提出の上申書及び意見書に対して、本件指

定期間を同日まで延長することを認めなかったのが裁量権の逸脱、濫用で

あるとか、裁量権の行使として不適切であったなどということはできない。 
（２）引用による補充をなかったことにするための本件請求書を本件指定期間

内に提出しなかったことに関する審査請求人の主張について 
ア 審査請求人は、上記第１の３（１）のとおり、①本件国際特許出願の

翻訳文には欠落明細書部分は含まれていなかったため、特許法１８４条



12 
 

の６第２項の規定により本件国際特許出願の明細書は引用による補充は

されなかった状態（欠落明細書部分が除かれた状態）となっている、②

したがって、補充部分の内容は無視して出願日を繰り下げないようにす

る意思は明らかであることからしても、追加して引用による補充をなか

ったことにするための手続をとる必要はないから、手続補正書を提出す

る必要もない、③そして、引用による補充はされていないにもかかわら

ず、引用による補充をなかったことにする場合の意思の確認や手続補正

書の提出を求める本件通知書にはその内容に重大かつ明白な瑕疵がある

と主張する。 
イ そこでまず、審査請求人の上記主張①及び②の部分の当否についてみ

ると、特許法では、外国語を原文とする出願について明細書の翻訳文を

提出する場合、明細書の翻訳文を願書に添付した明細書とみなすという

規定（特許法３６条の２第８項、同法１８４条の６第２項）が置かれ、

翻訳文が審査及び特許権等の対象となることを明確にする一方で、明細

書とみなされた翻訳文の記載事項が外国語原文の明細書の記載事項の範

囲を超える場合には拒絶理由、異議申立理由、無効審判理由になる旨が

定められている（特許法４９条６号、同法１１３条５号、同法１２３条

１項５号、同法１８４条の１８）。これらの規定は、同法１８４条の６

第２項の規定により明細書とみなされた翻訳文と外国語原文の明細書を

同一視しておらず、翻訳文が明細書とみなされた後も、外国語原文の明

細書はそのまま存在していることを前提としており、翻訳文を明細書と

みなす旨の規定は、翻訳文をもって外国語原文の明細書そのものを変更

することを認めたものではないことは明らかである。引用による補充が

行われた本件国際特許出願では、我が国への国内移行に際して、改正前

施行規則３８条の２の２の規定等により定められた手続に従い、引用に

よる補充がなかったこととする意思の有無を確認した上で国際出願日を

認定することとされているのであって、その意思表示がなされなかった

以上、審査請求人が主張するように、欠落明細書部分を含めない翻訳文

を提出したからといって、外国語原文の明細書から欠落明細書部分が除

かれた状態、すなわち、引用による補充がなかった状態になるものでは

ない。 
以上によれば、審査請求人の①及び②の主張は独自の見解というほかは

なく、これらを前提とする③の主張も含め、これらの主張はいずれも到底
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採用することができない。 
   ウ 小括 

したがって、以上のことから、審査請求人は、本件通知書で示されてい

るように、改正前施行規則３８条の２の２等の規定に従って手続を行う必

要があったのであり、処分庁において認定される国際出願日を当初の日付

に戻すためには、本件指定期間内に本件請求書を提出しなければならなか

ったのは法令上明らかであり、本件請求書が本件指定期間経過後に提出さ

れたことから「不適法な手続であって、その補正をすることができないも

の」（特許法１８条の２第１項本文）というほかはないから、本件請求書

に係る手続を却下したこと（本件却下処分）が違法又は不当であるとはい

えない。 
（３）審査請求人のその他の主張について 

   ア 審査請求人は、平成２４年１０月１日以降は引用による補充が認められ

ているのだから、本件通知書の応答期間を平成２８年１月７日まで延長し

ても現在の実務での取扱いを採用することになるので問題なく、また、今

後類似の事例が発生することはないので、本件通知書の応答期間を平成２

８年１月７日まで延長しても平等原則には反しないと主張する。 
確かに、平成２４年経済産業省令第６５号により特許法施行規則３８条

の２の２が改正され、現在では、特許庁長官においても引用による補充の

処理を実施している。しかし、同改正省令の附則２条で定められた経過措

置では、平成２４年１０月１日よりも前にした国際特許出願についてはな

お従前の例によるとされているのであるから、本件国際特許出願について

は改正前施行規則３８条の２の２を適用するほかはないことは明らかであ

る。したがって、審査請求人の上記主張は採用することができない。 
イ 審査請求人は、Ｊ－ＰｌａｔＰａｔに、本件通知書に関して「通知書

（その他の通知）（期間無）」との表示がされており、これが本件指定

期間が存在しないとの信頼を抱かせるものであることから、本件指定期

間の指定には瑕疵があり、本件却下処分を取り消すべきと主張する。 
この点、Ｊ－ＰｌａｔＰａｔで本件国際特許出願の経過情報をみると、

本件通知書について「通知書（その他の通知）（期間無）」との表示がさ

れていることが認められるが、審査請求人は、本件通知書を現に受領して

おり、そこには本件指定期間が明示されていたのであるから、上記Ｊ－Ｐ

ｌａｔＰａｔの表示によって、審査請求人に本件指定期間が存在しないと
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の信頼が生じたなどということは考えられない。したがって、審査請求人

の上記主張は採用することができない。 
   ウ 以上のほか、審査請求人は、国際出願日の認定を１回の手続不応答で回

復できなくなるのは厳格に過ぎる等々の独自の見解を主張するが、いずれ

も当審査会の判断を左右するものとはいえない。 
３ まとめ 

   以上によれば、本件却下処分は違法又は不当であるとはいえないから、本件

審査請求を棄却すべき旨の諮問に係る判断は妥当である。 
   よって、結論記載のとおり答申する。 
 
    行政不服審査会 第３部会 
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